
	第５回ネットワーク会議の検討事項の確認について



①　第１条「目的」の条文で、「自治の主権者である町民」を「自治の主役である町民」とし、第４条「基本理念」の条文にある「一人ひとりが自治の主役」を削除することについて
	第1条「目的」の条文で、「自治の主権者である町民」を「自治の主役である町民」する。➩　全員異議なし
※第4条は、④の検討事項とともに検討し決定した。


②　第３条「定義」（３）「協働」の説明で「補完」と「協力」の２案あるが、再度検討することについて
	お互いが対等の立場で相互に力をあわせることを意味する「協力」とする。
➩　全員異議なし。


③　「定義」第3条(1)町民のあとに「※住民の説明を加える」ことについて
	　明記しない。➩　全員異議なし


④　第4条中、「町民、議会及び町」とあるが、町が役場の組織を表しているのであれば、町民、議会及び執行機関とすることが適当ではないかについて

⑤　「町民憲章を町民に広く知らせる施策が必要ではないか。」という提案について


☞　5条以降、条文ごとに検討を行い必要に応じて修正し決定
⑥　「町民の権利」第5条に関すること

・「安全で安心な生活を営む」の表現を「安全で文化的な生活を営む」または、「安全･安心で文化的な生活を営む」に修正することについて
	「安全で文化的な生活を営む」とする。　➩　賛成多数


⑦ 「町民の責務」第6条に関すること
・第1項「町民は、自治の主権者であることを自覚し」を、「目的」第1条の修正
にあわせ、「自治の主役である町民」とすることについて
	「自治の主役である町民」とする。　➩　全員異議なし　　　


・第6条第1項、第2項、第3項中の条文表記「するものとします。」を「します。」とすることについて

⑧　「町議会の責務」第7条について
	事務局提案の条文とする。　➩　全員異議なし


⑨　「町議会議員の責務」第8条について
　・条文の語尾にある「努めます」という表現を見直すことについて


⑩　「町長の責務」第9条について

⑪　「町職員の責務」第10条について

・条文の語尾にある「努めます」という表現を見直すことについて



➊　基本原則について
　　町民の参画・協働、情報共有の原則、平等・公正の原則、信託と責任の原則についての条文を盛り込むことを検討していただきたい。

➋　第４章　町長の表記について

　　町長に町職員が含まれていることは一般町民に理解されにくいため、町民が理解しやすい表記とする必要があるのではないか。　





第➎章　行政運営


基本原則を追加する場合、第４条基本理念の次が望ましいと判断します。追加方法として、

　⑴　第２章　まちづくりの基本原則　第５条　まちづくりの基本原則

　⑵　第５条　まちづくりの基本原則

上記の２案が考えられますが、⑴の新たに章立てした案を町からの提案とさせていただきます。

第➋章　まちづくりの基本原則




基本原則を追加することで、下記の条文と重複し、条例として適正を欠く恐れがあるため、基本原則は条文に盛り込まないこことします。

⑴　町民の参画・協働の原則と重複する条文

（町民の権利）

第５条第２項　町民は、執行機関が行う政策の立案、実行及び評価（以下「政策立案等」という。）に参画することができます。

（運営原則）

第１２条第３項　執行機関は、政策立案等において町民の参画を推進します。

⑵　情報共有の原則と重複する条文

（町民の権利）

第５条第３項　町民は、町議会及び執行機関が保有する情報を知ることができます。

（町議会の責務）

第７条第２項　町議会は、保有する個人情報を保護し、その他保有する情報を原則として公開します。

（説明責任）

第１５条第１項　執行機関は、政策立案等について情報の提供に努め、町民にわかりやすく説明します。

（情報の公開）

第１６条第１項　執行機関は、その保有する情報を原則として公開します。

⑶　平等・公正の原則と重複する条文はありません。

⑷　信託と責任の原則と重複する条文

　（町議会の責務）

第７条第１項　町議会は、町民の意思を代表し、合議制の意思決定機関として、民

主的な町政の発展に寄与し、自治を推進します。

（町長の責務）

第９条第１項　町長は、町の代表者として、政策立案等が第４条に定める基本理念に従い、町民主体の自治を推進します。

第➍章　町長　　


➊　町長の権限は、「普通地方公共団体の長は、当該普通公共団体を統轄し、これを代表する。」と自治法第１４７条に規定されています。「統轄」とは、地方公共団体の事務の全般について、当該地方公共団体の長が総合的統一を確保する権限を有することを意味します。また、「代表」とは、地方公共団体の長が外部に対して当該地方公共団体の行為となるべき各般の行為をなしうる権限をいい、長のなしたる行為そのものが、法律上直ちに当該地方公共団体の行為となることを意味します。

➋　町長は、地方公共団体の事務を管理し及びこれを執行する（自治法第１４８条）とされ、その事務を処理するに当たっては、住民福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない（自治法第２条第１７項）とされています。また、町長は、「その補助機関である職員を指揮監督」する（自治法第１５４条）とされており、町の代表者である町長の責任は非常に重大であります。



➊　町職員は、地方公務員法第３０条に「すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と規定されています。また、法令の遵守（同法第３２条）、信用失墜行為の禁止（同法第３３条）、守秘義務（同法第３４条）、などが規定されております。

第➎章　行政運営

　
第１節　総合計画


➊　総合計画は、自治法第２条第４項に規定されており、「市町村は、その事務を処理するに当たっては、議会の議決を経てその地域における総合的かつ計画的な行政運営を図るための基本構想を定め、これを即して行うようにしなければならない。」と義務づけられております。

　　

➋　総合計画は、町民憲章に掲げる理想の町民像の実現に向け、かつ自治基本条例の基本理念に基づき政策を立案し実施されます。

第２節　執行機関


➊　自治法第１３８条の２に規定する「執行機関の義務」を自治基本条例の趣旨に則り、町民自治のまちづくりを推進するための運営原則を定めています。



➊　自治法第１３８条の３に規定する「執行機関の組織の原則」を自治基本条例の趣旨に則り執行機関相互の連絡を図り、すべて一体として行政機能が発揮できる組織を定めています。



➊　三好町行政評価実施要綱（平成１６年４月１日施行）第２条に「実施方針」、第４条に「公表」が規定されておりますが、さらに自治基本条例に定めることにより行政の役割、責務をいっそう明確にします。




➊　三好町パブリックコメント手続要綱（平成１４年１２月１日施行）第１条の「目的」に町民への説明責任を果たすとともに、町民の町政への参画の促進を図ることが規定されておりますが、さらに自治基本条例に定めることにより行政の説明責任及び応答責任をいっそう明確にします。




➊　三好町情報公開条例（平成１４年４月１日施行）は、町民の知る権利を尊重し、開かれた町政及び町民参加によるまちづくりをめざした条例ですが、さらに情報公開制度を自治基本条例に定めることにより情報の共有化をいっそう明確にします。



➊　三好町個人情報保護条例（平成１６年４月１日施行）は、個人の人格尊重の理念に基づき、個人の権利利益を保護することを目的とした条例ですが、さらに個人情報の保護を自治基本条例に定めることにより個人情報の適正な取扱いの確保をいっそう明確にします。

第➏章　参画及び協働



➊　地方公共団体における直接民主制の一方式として、憲法第９３条（議会の議員や長の選挙）及び自治法第７６条（議会の解散請求とその処置）、同法第８０条（議員の解職請求とその処置）、同法第８１条（長の解職請求とその処置）などが現行法制度として認められているが、それとは別に、自治基本条例で規定する住民投票は、町政に係る政策案件ごとに条例で定め、住民の意思を直接問う制度で、その投票結果は尊重され、自治実現の基本的な制度であります。



➊　自治基本条例の基本理念に則り、町民と行政の協働、町民相互の協働を推進するものであります。

　　町民とは、条例第３条第１項の「町内に住み、学び、働く者及び町内において活動、事業を行う個人・法人・団体」をいい、ＮＰＯ団体等を含みます。



➊　合併の進展に伴い、遠い自治体政府の誕生により、新しい地域自治の仕組みの整備が求められるようになり、➀合併特例法（第５条の５第１項）並びに➁地方自治法（第２０２条の４）の２つの法律による地域自治区制度が誕生しました。

　　単独のまちづくりを選択した本町におきましては、一般制度としての地方自治法による地域自治区の設置を目指します。

➋　地域自治区制度は、町から地域へ権限を分散する地域内分権（国から地方への権限移譲を地方分権といいます。）を意味します。都市内分権は、地域（町民）と町行政の協働によるまちづくりのことであります。



➊　自治法第２条第１５項

　　地方公共団体は、常にその組織及び運営の合理化に努めるとともに、他の地方公

共団体に協力を求めてその規模の適正化を図らなければならない。

➋　地方公共団体が、それぞれ単独で処理するよりも、広域にわたり処理することが適当である事務を処理する地方公共団体の組合に関する規定

　　➀　自治法第２８４条第２項　一部事務組合の設置

　➩　尾三消防組合、尾三衛生組合

➁　同法同条第３項　広域連合の設置

　➩（旧）豊田加茂広域市町村圏事務処理組合





➊　地域力とは、「地域の問題は、地域住民が自ら考え行動する力」であり、その住民の意思を行政は町政に反映させます。

地域にはそれぞれの事情、特徴があります。町は、地域ごとの実情に応じ支援します。
➋　町から地域への権限分散は、地域（又は住民）と町行政の協働による地域づくりのことです。地域内分権に基づき住民が、地域づくりに参画することによって、時代の要請である「小さな政府＝町役場」の実現の可能性がより膨らんできます。


第➐章　条例の見直し



➊　社会経済環境の変化により、条例の解釈に疑義が生じ、見直しが必要になったときには条例の見直しを行います。

➋　条例を見直す場合には、「三好町自治基本条例」策定（見直し）ネットワーク会議を立ち上げ検討してまいります。

前文



　

➊　三好町の自治、条例制定の理由を前文でまとめています。

自治基本条例が制定される環境条件となった３つの要因は以下のとおりです。

➀　地域の自主的・主体的な「まちづくり」の進展

➁　地方分権改革とそれに対応した自治体改革

　❐　地方分権の推進により、市町村においては、今まで以上にその政策形成過程等への住民の広範な参加を促し、行政と住民との連携・協力に努め、住民の期待と批判に鋭敏かつ誠実に応対していくことが重要であり、一層の自治体改革に努める必要が生じています。

➂　ＮＰＯや市民活動などの活発化と協働への注目

決定事項





検討課題





第6条第1項、第2項、第3項中の条文表記「するものとします。」を「しま


す。」とする。あわせて、第2条はじめ、今後、検討する条文中の同様の表記に 


ついても、「します。」とする。　➩　全員異議なし








　「町議会議員は、直接選挙で選ばれた町民の代表者として、自らの役割を自覚し、審議能力及び政策提案能力の向上に努め、誠実に職務を遂行します。」とする。　➩　賛成多数





　事務局提案の条文とする。　➩　賛成多数











第1項 条文の語尾は「誠実かつ公正に職務を遂行します。」とする。なお、第2項は事務局提案の条文とする。　➩　賛成多数





　自治基本条例の制定を機に、改めて、町民への自治基本条例の周知とあわせ、町民憲章の啓発についても検討する。➩　全員異議なし





　「町民、議会及び町」を「町民、議会及び執行機関」とする。


➩　全員異議なし。





基本原則について





　新谷委員から「自治基本条例の素案条文に対し提案します。」として、以下のとおり基本原則について提言をいただきました。








　協働によるまちづくりを達成するために、次に掲げる原則を基本原則とします。


⑴　町民の参画・協働の原則


　　町民は、まちづくりの主体として、町政への参画・協働を原則とします。


⑵　情報共有の原則


　　町民、議会及び町は、まちづくりに関する情報を相互に共有します。


⑶　平等・公正の原則


　　まちづくりにおいて、年齢・性別・国籍・職業による差別を受けることなく、平等・公正な参画及び協働を保障します。


⑷　信託と責任の原則


　　町長及び議員は、町民の負託にこたえるため、町民に自らのまちづくりに関する考えを明らかにし、責任をもって町政運営を進めることを原則とします。





基本原則（07.05.12新谷委員の提案）





町からの提案➀











第５条　まちづくりの基本となる原則は、次のとおりとします。


（１）　参画と協働の原則　町民は、まちづくりの主役として、町政への参画を推進します。また、町議会及び執行機関との協働には、相互理解の促進と相互の信頼関係の形成に努めます。





まちづくりの基本原則（07.09.26提案）





（２）　情報の共有と守秘義務の原則　町民、町議会及び執行機関は、まちづくりに関する情報を互いに共有するとともに、個人情報等、その秘匿が必要な情報については守秘義務を果たします。


（３）　公正及び対等の原則　協働によるまちづくりを推進するために、相互の自主性及び自立性を尊重しあい、公正で対等な関係のもとで協働を進めます。


（４）　信託による行政運営　町長は、町民の代表者として、その信託に応えるため、


　町民自治のまちづくりの考えを明らかにし、責任を持って行政運営を進めます。





町からの提案➁





町長及び町職員（07.09.26提案）





町長の責務（07.07.25確定）











第９条　町長は、町の代表者として、政策立案等が第４条に定める基本理念に従い、町


　民主体の自治を推進します。


２　町長は、町の事務事業を効率的かつ効果的に執行するとともに、町政運営の課題に対応できる知識と能力を持った職員の能力向上に努めます。





解　説





町職員の責務（07.07.25確定）











第１０条　町職員は、町民全体の奉仕者として、誠実かつ公正に職務を遂行します。


２　町職員は、職務の遂行に必要な専門的な知識の習得及び技能等の向上に努めます。





解　説





資料3（町長について）





資料１（第５回ﾈｯﾄﾜｰｸ会議検討事項の確認）





資料2（基本原則の検討）





第５章「行政運営」に、第１節「総合計画」及び第２節「執行機関」を設けることとし、第１節は、第１１条まで、第２節は、第１２条から第１７条までとします。











総合計画（07.02.23素案）











第１１条　町は、第４条の基本理念に基づき、総合計画（総合的かつ計画的な行政運営


を図るための基本構想及びこれを具体化するための計画をいう。）を策定します。





解　説











第１２条　執行機関は、行政サービスの向上のため、社会情勢の変化に的確に対応し、総合的かつ計画的な行政運営を行います。


２　執行機関は、公正で透明性の高い開かれた行政運営を行います。


３　執行機関は、政策立案等において町民の参画を推進します。





運営原則（07.02.23素案）





解　説











第１３条　執行機関の組織は、町民に分かりやすく、効率的かつ機能的にします。





組織（07.02.23素案）





解　説











第１４条　執行機関は、客観的に施策、事務事業等を評価し、その結果を公表します。





行政評価（07.02.23素案）





解　説











第１５条　執行機関は、政策立案等について情報の提供に努め、町民にわかりやすく説明します。


２　執行機関は、町民の意見、要望、提案等に対して、迅速かつ的確に対応します。





説明責任（07.02.23素案）





解　説











第１６条　執行機関は、その保有する情報を原則として公開します。


２　前項の規定による情報の公開に関し必要な事項は、別に条例で定めます。





情報の公開（07.02.23素案）





解　説











第１７条　町長（※１）は、個人情報の保護の推進のため、個人情報を取り扱うものに対し、啓発等に努めます。（※１　素案は町長ですが、「執行機関」に訂正します。）


２　執行機関は、保有する個人情報を保護します。


３　前２項に規定する個人情報の保護に関し必要な事項は、別に条例で定めます。





個人情報の保護（07.02.23素案）





解　説











第１８条　町長は、町政に係る重要事項について、住民の意思を町政に反映するため、


事案ごとに条例で定めるところにより、住民投票を実施することができます。


２　町民、町議会及び執行機関は、住民投票の結果を尊重します。





住民投票（07.02.23素案）





解　説











第１９条　町は、町民の自主的な活動を尊重し、協働によるまちづくりを推進します。





協働の推進（07.02.23素案）





解　説





※条文を見直します。（Ｐ12参照）





地域自治区の設置（07.02.23素案）











第２０条　町は、町長の権限に属する事務の一部を分掌させ、住民の意見を反映させつつ、これを処理させるため、地域自治区を設置します。


２　前項の規定による地域自治区の設置に関し必要な事項は、別に条例で定めます。





解　説











第２１条　町は、共通する課題を解決するため、他の自治体と相互に連携し、協力する


よう努めます。





他の自治体との連携（07.02.23素案）





解　説





➀　地域自治区の見直しについて











本町の行政域は、３２．１１㎢であり、行政サービスの提供に支障が出てくるほどの広さではありません。したがって、基礎自治体の一部として行政機能を発揮させる地域自治区制度を導入するよりも、地域自治を活性化させるシステムの構築が必要ではないかと考えます。


そこで、今回、新たに、『地域自治制度を推進する組織』として、提案させていただきます。








提案理由











第２０条　町は、地域力によるまちづくりを推進するための新たな地域自治制度を確立します。





地域自治を推進する組織（07.09.26提案）





解　説





➁　条例の見直しについて











第４回ネットワーク会議において、「条例の見直し」を盛り込むこととされましたので、条文の追加提案をいたします。


新たに第７章を起こし、条例の見直し条文は第２２条とします。








提案理由











第２２条　町長は、この条例の施行後５年を超えない期間ごとに条例の内容について検


証し、必要が生じた場合には見直しを行います。





条例の見直し（09.09.26提案）





解　説





資料4（第５章～第７章の検討）





前文（07.02.23素案）











　私たち町民、町議会及び町長は、これまでそれぞれの立場でまちづくりの理想を追求し、地域社会の発展に努めてきました。


　２１世紀を迎えた今日、多様で個性豊かな地域社会を実現していくためには、自治の担い手である私たちが、英知を結集し、役割を分担し、それぞれの責任を果たし、そして協力していかなければなりません。


　このような協働によるまちづくりこそが、私たちのまち「三好らしさ」を未来へと伝え、先人から受け継いできた文化や伝統を次世代に引き継ぎ、美しい自然を守り、地域の活力を高めることにつながると私たちは信じています。


　ここに私たちは、三好町のめざす住民自治の理念や基本的なしくみを明らかにし、町民の参画と協働によるまちづくりを進めるために、この条例を制定します。











　私たち町民、町議会及び町長は、これまでそれぞれの立場でまちづくりの理想を追求し、地域社会の発展に努めてきました。


　２１世紀を迎えた今日、多様で個性豊かな地域社会を実現していくためには、自治の担い手である私たちが、英知を結集し、役割を分担し、それぞれの責任を果たし、そして協力していかなければなりません。


　このような協働によるまちづくりこそが、私たちのまち「三好らしさ」を未来へと伝え、先人から受け継いできた文化や伝統を次世代に引き継ぎ、美しい自然を守り、地域の活力を高めることにつながると私たちは信じています。


　ここに私たちは、三好町のめざす住民自治の理念や基本的なしくみを明らかにし、町民の参画と協働によるまちづくりを進めるために、この条例を制定します。





前文（07.02.23素案）





解　説





資料5（前文の検討）
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